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１． 18 年９月中間期の連結業績（平成 18 年４月１日～平成 18 年９月 30 日） 
(1) 連結経営成績                                                             （百万円未満切捨て） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

9,227     4.5 
8,826     0.9 

307    △9.8 
340     30.2 

263    △22.2 
338      69.1 

18 年３月期 18,712         963          992           
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

140   △29.1 
198    200.5 

8.52  
11.96  

8.47  
11.94  

18 年３月期 548          31.17  31.05  
(注)①持分法投資損益    18年９月中間期  △６百万円      17年９月中間期  １百万円            18年３月期 16百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 18年９月中間期 16,509,155株  17年９月中間期  16,588,015株  18年３月期 16,574,444株 
    ③会計処理の方法の変更  無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

24,127  
24,677  

14,947 
15,189 

62.0  
61.6  

907.30   
915.02   

18 年３月期 23,800  15,063 63.3  908.80   
(注)期末発行済株式数（連結）18年９月中間期16,474,817株    17年９月中間期 16,600,397株  18年３月期 16,539,667株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

△370  
75  

△220 
△42 

266  
１  

1,199 
1,489 

18 年３月期 1,292  70 △1,296  1,523 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 ４社  持分法適用非連結子会社数 ０社  持分法適用関連会社数 １社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規) ０社 (除外) ０社    持分法 (新規) ０社 (除外) ０社 
 
２．19 年３月期の連結業績予想（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 19,400 800 460 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  27 円 92 銭 

※ 上記の予想は本資料の発表日において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今

後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は、添付資料の４

ページをご参照ください。 



 

１．企業集団の状況 
 当社グループは、当社、連結子会社４社、持分法適用関連会社１社で構成され、宝飾品の製

造販売を主たる内容としております。 

 販売する商品、製品は、海外及び国内取引先からの仕入によるほか、連結子会社ソマ株式会

社により製造を行なうとともに、当社茂原工場で製造しております。 

 販売については卸売主体であり、連結子会社株式会社ジュリイ、仙力高有限公司及び持分法

適用関連会社株式会社ニコロポーロが小売販売を行なっております。 

 プロディア株式会社は、当社が平成18年4月1日をもって株式会社オリエンタルダイヤモンド

より営業譲渡を受けたWISPブランド事業を百貨店1階を中心とした25店舗で展開するに当り、

店舗運営業務を委託する目的で平成18年3月9日に設立いたしました。同年4月1日より事業を開

始しております。 

 事業系統図によって示すと、次のとおりであります。 

 

 
 

連結子会社 

   プロディア株式会社

 

  

 

得   意   先 

一    般    ユ    ー    ザ    ー 

連結子会社 

株式会社ジュリイ 

仙力高有限公司 

 

持分法適用関連会社 

株式会社ニコロポーロ 

連結子会社 

   ソマ株式会社 

製造・卸売 

製造・卸売 製造・卸売 

健康産業 

事業 

不動産 

事業 
宝飾事業（製造・販売） 

株  式  会  社   ナ  ガ  ホ  リ （当  社） 

店舗運営管理業務委託 
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２．経営方針 
 （１）経営の基本方針 
     宝飾品を通じて、人類の高い文化生活に貢献する為に、広く世界に市場を求め 
    人間性豊かな理想の会社を築き永遠の繁栄を図ることを経営の理念としておりま 
    す。また、社業を通じて、株主・取引先・社員の最大多数の最大幸福の実現を目 
    指し、社員一人一人が誠実に働くことを経営の基本方針としております。 
 （２）利益配分に関する方針 
     当社は、株主各位へ業績に裏付けられた安定した配当を継続して行なうことを 
    配当の基本方針としております。当中間期の単体決算につき、当初の予想数字と 
    比較し、売上高は若干の未達となり、当期純利益の達成率は、約８０％となりま 
    したが当社の基本方針である「安定配当」の趣旨に則り、中間配当を 1 株当たり 
    5 円といたしたく存じます。 
     また、ストックオプション制度を導入しており、当社取締役及び従業員への付 
    与を通して意欲や士気を高め、業績の向上を図ることを目標としております。 
 （３）目標とする経営指標 
     グループ内事業部門単位別損益管理制度のもと、常に収益力、キャッシュ・フ 
    ローの改善、資産の効率運用を第 1 義的に考えており、効率性を計る指標として 
    ＲＯＡ（総資産利益率）を重視しております。 
 （４）中長期的な会社の経営戦略 
     当社は、新中期経営計画（３ヶ年計画）「チャレンジ 47」を前期から遂行中であ 
    り、現在中間地点を経過したところでございます。この計画の骨子は、これまで 
    の中期計画の成果と反省をいかし、業界のトップサプライヤーとしてのサービス 
    の向上と収益力の強化、リーデイングカンパニーとして新規事業、新規ビジネス 
    モデルの確立に積極的に挑戦し、ジュエリービジネスに新しい時代を拓く事を基 
    本としております。 
 （５）会社の対処すべき課題 
     安定的な収益確保の為、付加価値の高い商品の開発に注力し収益力を強化する 
    とともに、販売費用の圧縮、在庫効率の向上等により有利子負債の削減を図りま 
    す。また、業務効率化の為、前々期より進めておりますオペレーションシステム 
    の改善については、前々期に第 1 フェーズ、前期に第 2 フェーズを完了し、当期 
    は、第 3 フェーズに着手する予定でおります。 
 （６）投資単位の引下げに関する考え方 
     当社は、投資単位の引下げは投資家層の拡大や株式の流動化を高める上で有効 
    な施策の一つと認識しております。今後、当社株式の流通状況や費用対効果を 
    総合的に勘案し、慎重に検討いたします。 
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   （７）親会社に関する情報 
     該当事項はありません。 
３．経営成績及び財政状態 
 （１）当中間期の概況 
     当中間連結会計期間の我が国経済は、企業業績の回復、民間設備投資の増加、 
    雇用環境の改善等が進み、息の長い景気回復が持続していると言われております 
    が、一方で原油価格高騰の長期化、ゼロ金利政策の解除に伴う金利上昇、年金の 
    将来等先行きに不透明感も漂っており、景気の牽引たるべき個人消費は一進一退 
    で力強さに欠けるものでありました。 
     このような状況下、当中間期の当社グループの業績は、引き続き百貨店取引が 
    堅調に推移したことと、今期新たに事業譲渡を受けたＷＩＳＰ事業の売上が加わ

り、売上高は増収となりましたが、利益面では販管費の増加もあり、経常利益、

中間純利益ともに対前年同期比減益となりました。 
     この結果、当中間期の連結売上高は 92 億 2 千 7 百万円（前年同期比 4.5％増）、 
    経常利益は 2 億 6 千 3 百万円（同 22.2％減）、中間純利益は 1 億 4 千万円 
   （同 29.1％減）となりました。 
 （２）通期の見通し 
     下期におきましては、引き続き付加価値が高く、市場にマッチした商品開発に 
    努め、最大の山場であるクリスマスセールにタイムリーに対応すると共に不採 

算取引の見直し、販管費の削減に努め採算の向上を図る所存であります。 
     通期の見通しにつきましては、連結売上高１９４億円、経常利益８億円、当期 
    純利益４億６千万円を見込んでおります。 
 （３）財政状態 
    ①営業活動によるキャッシュ・フロー 
      営業活動の結果使用した資金は 3 億 7 千万円であります。 
     この主な減少要因は、棚卸資産の増加額 6 億 9 千 7 百万円、法人税等の支払額 
     2 億 9 千 1 百万円であり、増加要因としては、税金等調整前中間純利益 3 億 2 
     千 6 百万円、仕入債務の増加額 1 億 6 千 9 百万円、売上債権の減少額 1 億 5 千 
     5 百万円、減価償却費 1 億 8 百万円であります。 
    ②投資活動によるキャッシュ・フロー 
      投資活動の結果使用した資金は 2 億 2 千万円であります。 
     この主な減少要因は、投資有価証券の取得による支出 1 億 5 千 9 百万円、有形 
     固定資産の取得による支出 9 千 2 百万円であり、増加要因としては有形固定資 
     産の売却による収入 9 千 5 百万円であります。 
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      ③財務活動によるキャッシュ・フロー 
       財務活動の結果得られた資金は、2 億 6 千 6 百万円であります。 
      この主な増加要因は、短期借入金の純増加額 10 億 2 千 4 百万円であり、減少 
      要因としては、長期借入金の返済による支出 4 億 3 千 7 百万円、社債の償還 
      による支出 2 億円であります。 
 （４）キャッシュ・フロー指標 
    平成 16年 3月期 平成 17年 3月期 平成 18年 3月期 平成 18 年 9 月 

  中間期 

自己資本比率   59.8％   61.9％   63.3％   62.0％ 
時価ベースの自己

資本比率 
  20.7％   25.5％   45.4％   39.6％ 

債務償還年数 
 

  33.9 年   6.9 年   4.4 年   ― 

インタレスト・カ

バレッジ・レシオ 
  1.27 倍   6.0 倍   8.6 倍   ― 

   
自己資本比率：自己資本/総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 
株式時価総額は、中間期末株価終値×中間期末発行済株式数(自己株式を除く)により算出し

ております。 
債務償還年数：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い 
平成 18 年 9 月中間期の債務償還年数、インタレスト･カバレッジ･レシオにつきましては、 
営業キャッシュ･フローがマイナスとなりましたので記載しておりません。 
＊ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
＊ 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての

負債を対象としております。 
＊ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活

動によるキャッシュ・フロー」を使用しております。 
＊ 利払いは、連結貸借対照表に計上されている全ての負債の利息支払額を使用しておりま

す。 
（５）事業等のリスク 
    当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のある事項 
   には以下のようなものがあります。 

① 事業内容について 
当社グループ売上高の約９７％を占める宝飾事業においては、国内の景気後退 
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及びそれに伴う個人消費の低迷が当社の業績に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。当社グループは、様々な年齢層にマッチしたジュエリーを提供し、かつ、 
販売形態も百貨店等の小売業者向け、卸売り、あるいは他社のＯＥＭ生産等多岐 
にわたっており、取引先の数も数百社に上り、あらゆる角度から売上増大、収益

確保を図っておりますが、個人消費の減退は当社グループ全体の業績に影響を 
与える可能性があります。今後も安定的な収益確保のため、付加価値の高い自社 
ブランド商品の売上増大を図りたく考えております。 

② 販売費及び一般管理費について 
ジュエリーの販売活動においては、販売促進費（広告宣伝費、催事の会場費・マ

ネキン費、ライセンスブランド商品のロィヤリティ等）が増大し高コストとなる

可能性があるため、売上高との適正なバランスを維持すべく、費用対効果の検証

を行っております。 
③ 貸倒れ発生リスクについて 

安定的な利益確保のためには、売上高の増大、販管費の節減の他に貸倒れ発生の

防止が重要な要素となっており、取引分散度を高めるとともに、与信管理の徹底

に取り組んでおります。 
④ 為替相場、地金相場の変動リスクについて 

当中間期における当社グループの仕入高のうち、約 13 億円が海外からの輸入（ダ

イヤモンド、色石等）となっており、仕入通貨はＵＳドル建て、ユーロ建てのた

め為替相場変動の影響を受けます。又、素材の調達を国内で行っているため、金、

プラチナの相場変動の影響を受けることがあります。 
⑤ 有利子負債依存度について 

当社グループは、営業活動の運転資金につき一部は自己資本で賄っており、残り

は銀行借入により調達しております。総資産額に占める有利子負債の割合は、

年々低下傾向にあり、当中間期末では約２６％となっております。しかしながら、

当社グループの経営成績は今後とも金利変動により影響を受ける可能性があり

ます。 
（注）上記は、本報告書公表日現在において判断したものであります。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金 ※２  
1,489,958 1,199,230

 1,523,300

２ 受取手形及び売掛金 ※４  2,499,824 2,553,907  2,685,982

３ 棚卸資産   11,918,735 12,165,753  11,467,990

４ 繰延税金資産   168,594 165,439  187,589

５ その他   339,067 339,167  306,938

６ 貸倒引当金   △81,762 △56,188  △90,162

流動資産合計   16,334,417 66.2 16,367,309 67.8  16,081,639 67.6

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1)建物及び構築物 ※２ 1,717,194 1,597,656 1,679,353 

(2)機械装置及び運搬
具 

 216,829 239,582 246,410 

(3)土地 ※2 2,538,323 2,579,323 2,557,323 

(4)建設仮勘定  1,062 13,298 10,600 

(5)その他  206,737 4,680,147 19.0 222,118 4,651,978 19.3 206,394 4,700,081 19.7

２ 無形固定資産    

(1)借地権  1,975 395 1,185 

(2)その他  133,979 135,954 0.6 113,145 113,540 0.5 120,609 121,794 0.5

３ 投資その他の資産    

(1)投資有価証券  1,571,039 1,454,102 1,476,765 

(2)長期貸付金  269,535 267,243 268,389 

(3)繰延税金資産  255,215 161,217 90,034 

(4)再評価に係る繰延
税金資産 

 333,962 ― ― 

(5)その他  1,308,676 1,190,558 1,167,338 

貸倒引当金  △212,608 3,525,820 14.2 △77,999 2,995,121 12.4 △105,115 2,897,412 12.2

固定資産合計   8,341,922 33.8 7,760,640 32.2  7,719,289 32.4

Ⅲ 繰延資産   970 0.0 ―  ―

資産合計   24,677,309 100.0 24,127,949 100.0  23,800,929 100.0
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前中間連結会計期間末 

 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金 ※４  1,174,731 1,519,864  1,368,236

２ 短期借入金 ※２  4,888,809 5,180,083  4,169,102

３ 一年以内返済予定長
期借入金 

※２  903,889 665,242  777,889

４ 一年以内償還予定社
債 

  200,000 ―  200,000

５ 未払消費税等   20,818 37,482  37,347

６ 未払法人税等   182,641 193,167  320,864

７ 賞与引当金   102,918 100,891  100,716

８ 役員賞与引当金   ― 15,000  ―

  ９ その他   339,629 421,433  405,199

流動負債合計   7,813,438 31.7 8,133,164 33.7  7,379,355 31.0

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※２  813,564 154,989  479,619

２ 退職給付引当金   190,356 219,993  197,994

３ 役員退職慰労引当金   359,144 395,725  377,287

４ その他   311,075 276,499  303,637

固定負債合計   1,674,140 6.7 1,047,207 4.3  1,358,538 5.7

負債合計   9,487,578 38.4 9,180,372 38.0  8,737,894 36.7

    

（少数株主持分）    

少数株主持分   ― ― ― ―  ― ―

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   5,323,965 21.7 ― ―  5,323,965 22.4

Ⅱ 資本剰余金   6,275,173 25.5 ― ―  6,275,173 26.4

Ⅲ 利益剰余金   3,906,048 15.8 ― ―  4,173,102 17.5

Ⅳ 土地再評価差額金   △486,785 △2.0 ― ―  △919,800 △3.9

Ⅴ その他有価証券評価差
額金 

  253,285 1.0 ― ―  324,528 1.4

Ⅵ 為替換算調整勘定   △41,477 △0.2 ― ―  △40,632 △0.2

Ⅶ 自己株式   △40,478 △0.2 ― ―  △73,303 △0.3

資本合計   15,189,731 61.6 ― ―  15,063,034 63.3

負債、少数株主持分及
び資本合計 

  24,677,309 100.0 ― ―  23,800,929 100.0
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前中間連結会計期間末 

（平成 17年 9月 30日） 
当中間連結会計期間末 

（平成 18年 9月 30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成 18年 3月 31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金   ― ― 5,323,965 22.1  ― ―

２ 資本剰余金   ― ― 6,275,173 26.0  ― ―

３ 利益剰余金   ― ― 4,199,304 17.4  ― ―

４ 自己株式   ― ― △111,938 △0.5  ― ―

株主資本合計   ― ― 15,686,505 65.0  ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券評
価差額金 

  ― ― 221,519 0.9  ― ―

２ 土地再評価差額金   ― ― △919,800 △3.8  ― ―

３ 為替換算調整勘定   ― ― △40,648 △0.l  ― ―

評価・換算差額等合
計 

  ― ― △738,928 △3.0  ― ―

純資産合計   ― ― 14,947,577 62.0  ― ―

負債純資産合計   ― ― 24,127,949 100.0  ― ―
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②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 
 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   8,826,609 100.0 9,227,607 100.0  18,712,715 100.0

Ⅱ 売上原価   5,915,861 67.0 6,132,778 66.5  12,528,152 67.0

売上総利益   2,910,748 33.0 3,094,829 33.5  6,184,563 33.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  2,570,204 29.1 2,787,496 30.2  5,221,277 27.9

営業利益   340,543 3.9 307,333 3.3  963,285 5.1

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  1,197 1,173 2,298 

２ 受取配当金  21,462 9,507 51,776 

３ 投資有価証券売却益  58,115 ― 98,239 

４ 持分法による投資利
益 

 1,301 ― 16,912 

５ 為替差益  8,841 16,737 15,762 

６ その他  22,583 113,502 1.3 27,608 55,026 0.6 51,985 236,975 1.3

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  76,377 69,195 149,710 

２ 手形売却損  12,698 13,763 26,924 

３ 持分法による投資損
失 

 ― 6,607 ― 

４ その他  26,359 115,435 1.4 9,286 98,852 1.0 31,358 207,993 1.1

経常利益   338,609 3.8 263,507 2.9  992,267 5.3

Ⅵ 特別利益    

１ 貸倒引当金戻入益  48,303 19,053 12,109 

２ 固定資産売却益 ※２ ― 48,303 0.5 45,292 64,346 0.7 ― 12,109 0.1

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産売却・除却
損 

※３ 3,526 1,373 9,004 

２ 投資有価証券評価損  ― ― 40,042 

３ 減損損失 ※４ 21,577 25,103 0.2 ― 1,373 0.1 21,577 70,624 0.4

税金等調整前中間 
（当期）純利益 

  361,810 4.1 326,480 3.5  933,752 5.0

法人税、住民税及び
事業税 

 169,709 164,143 393,337 

法人税等調整額  △6,223 163,485 1.9 21,636 185,780 2.0 △7,966 385,371 2.1

中間（当期）純利益   198,324 2.2 140,700 1.5  548,380 2.9
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中間連結剰余金計算書 

  

前中間連結会計期間 
 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  6,274,887 ―  6,274,887

Ⅱ 資本剰余金増加高    

自己株式処分差益  285 285 ― ― 285 285

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）
残高 

 6,275,173 ―  6,275,173

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  3,842,483 ―  3,842,483

Ⅱ 利益剰余金増加高    

中間（当期）純利益  198,324 198,324 ― ― 548,380 548,380

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 配当金  82,827 ―  165,829 

２ 役員賞与 
（うち監査役賞与） 

 
20,950
（500）

―
（ ― )

 
 

20,950 
（ 500 ）

 ３ 土地再評価差額金取崩額  30,982 134,759 ― ― 30,982 217,761

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）
残高 

 3,906,048 ―  4,173,102
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中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成 18年 4月 1日 至平成 18年 9月 30日） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 18年 3月 31日 残高 
（千円） 

5,323,965 6,275,173 4,173,102 △73,303 15,698,937

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当（注） △82,698  △82,698

役員賞与（注） △31,800  △31,800

中間純利益 140,700  140,700

自己株式の取得 △38,635 △38,635

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 
 

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円） 

― ― 26,201 △38,635 △12,433

平成 18年 9月 30日 残高 
（千円） 

5,323,965 6,275,173 4,199,304 △111,938 15,686,505

      
 

評価・換算差額等 

 その他有価
証券評価差
額金 

土地再評価
差額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

純資産合計

平成 18年 3月 31日 残高 
（千円） 

324,528 △919,800 △40,632 △635,904 15,063,034

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当（注）  △82,698

役員賞与（注）  △31,800

中間純利益  140,700

自己株式の取得  △38,635

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 
 

△103,009 ― △16 △103,025
△103,025

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円） 

△103,009 ― △16 △103,025 △115,457

平成 18年 9月 30日 残高 
（千円） 

221,519 △919,800 △40,648 △738,928 14,947,577

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 
 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

    

税金等調整前中間（当期） 
純利益 

 361,810 326,480 933,752 

減価償却費  103,226 108,594 212,340 

投資有価証券評価損  ― ― 40,042 

固定資産売却・除却損  3,526 790 9,004 

貸倒引当金の減少額  △62,022 △61,089 △161,115 

役員退職慰労引当金の増加額  18,196 18,438 36,338 

退職給付引当金の増加額  18,937 21,998 26,575 

受取利息及び受取配当金  △22,660 △10,680 △54,074 

支払利息  76,377 69,195 150,135 

持分法による投資損益  △1,301 6,607 △16,912 

為替差益  △9,168 △13,881 △13,022 

売上債権の(増加△)減少額  △127,313 155,374 △164,927 

棚卸資産の(増加△)減少額  △237,186 △697,879 220,664 

投資有価証券売却益  △58,115 ― △98,239 

仕入債務の増加(減少△)額  271,922 169,559 492,851 

未払消費税等の増加(減少△）
額 

 △18,656 127 △2,119 

役員賞与の支払額  △20,950 △31,800 △20,950 

その他  △18,454 △84,551 34,849 

小計  278,165 △22,716 1,625,193 

利息及び配当金の受取額  22,636 11,500 54,133 

利息の支払額  △73,450 △67,039 △149,363 

法人税等の支払額  △151,730 △291,840 △237,136 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

 75,621 △370,095 1,292,828 
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前中間連結会計期間 
 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

    

有形固定資産の取得による支出  △55,076 △92,764 △166,260 

有形固定資産の売却による収入  ― 95,946 ― 

無形固定資産の取得による支出  △6,504 △19,556 △14,381 

投資有価証券の取得による支出  △26,895 △159,843 △94,066 

投資有価証券の売却による収入  75,817 ― 375,430 

貸付金の回収による収入  1,146 1,146 2,292 

その他  △31,033 △45,255 △32,299 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 △42,547 △220,328 70,714 

     

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

    

短期借入金の純増減額  575,420 1,024,892 △147,390 

社債の償還による支出  ― △200,000 ― 

長期借入金の返済による支出  △500,944 △437,277 △960,889 

自己株式の売却による収入  10,179 ― 10,179 

自己株式の取得による支出  △1,657 △38,635 △34,482 

配当金の支払額  △82,827 △82,698 △165,829 

その他  970 ― 1,940 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 1,140 266,281 △1,296,472 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

 726 71 1,213 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・
減少額 

 34,940 △324,070 68,283 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

 1,455,017 1,523,300 1,455,017 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

 1,489,958 1,199,230 1,523,300 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  ３社 (1) 連結子会社の数   ４社 (1) 連結子会社の数   ４社 

ソマ株式会社 

株式会社ジュリィ 

仙力高有限公司 

ソマ株式会社 

株式会社ジュリィ 

仙力高有限公司 

プロディア株式会社 

ソマ株式会社 

株式会社ジュリィ 

仙力高有限公司 

プロディア株式会社 

(2)非連結子会社 (2)非連結子会社 (2)非連結子会社 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の関連会社 1 社 (1)持分法適用の関連会社 1社 (1)持分法適用の関連会社 1社  

株式会社ニコロポーロ 株式会社ニコロポーロ 株式会社ニコロポーロ 

(2) 持分法を適用していない関連

会社（ハナインターナショナ

ルＣｏ，Ｌｔｄ）は、中間純

損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対

象から除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要

性がないため、持分法の適用

から除外しております。  

(2)   同    左 (2) 持分法を適用していない関連

  会社（ハナインターナショナ

  ルＣｏ，Ｌｔｄ）は、当期純

  損益（持分に見合う額）及び

  利益剰余金（持分に見合う 

  額）等からみて、持分法の対

  象から除いても連結財務諸表

  に及ぼす影響が軽微であり、

  かつ、全体としても重要性が

  ないため、持分法の適用から

  除外しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の決算日等に関する

事項 

連結子会社の中間決算日は、仙

力高有限公司を除き中間連結決

算日と一致しております。仙力

高有限公司の中間決算日は、6

月30日であります。中間連結財

務諸表の作成に当っては、当該

連結子会社の中間決算日現在の

中間財務諸表を使用し、中間連

結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

   同    左 仙力高有限公司は、決算日が12

月31日であり連結決算日と一致

しておりませんが、3ヶ月以内 

の差異のため当該連結子会社の

決算日現在の財務諸表を使用 

し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については連結上必

要な調整を行なっております。
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前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

…中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  中間決算日の市場価格等に基づく

  時価法（評価差額は全部純資産 

  直入法により処理し、売却原価 

  は移動平均法により算定） 

…決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

…移動平均法による原

価法 

同    左 …移動平均法による原

価法 

② 棚卸資産 ② 棚卸資産 ② 棚卸資産 

ダイヤモンド、真珠、貴石

及びファッションジュエ

リー関連商品 

同    左 同    左 

……個別法に基づく原価

法 

  

ファッションジュエリー商

品の一部（主としてネック

チェーン）、地金商品、製

品、材料及び仕掛品 

  

……移動平均法に基づく

低価法 

  

(2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

主として定率法によってお

りますが、一部定額法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

同    左 同    左 

 
建物及び構築物 

５～50年 

機械装置及び運搬具 
２～10年 

  

 
 

② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

同    左 同    左 
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前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

同    左 同    左 

② 賞与引当金 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給

に備えるため、支給見込額

基準により計上しておりま

す。 

同    左 同    左 

③ 役員賞与引当金 ③ 役員賞与引当金 ③ 役員賞与引当金 

   ―――――――― 

       

役員賞与の支出に備えて、当

連結会計年度における支給見

込額の当中間連結会計期間負

担額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第4号平成

17年11月29日）を適用してお

ります。 

これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利

益は、それぞれ15,000千円減

少しております。 

    ―――――――― 
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前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

④ 退職給付引当金 ④ 退職給付引当金 ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間連結会計期間末にお

ける退職給付債務及び年金資産

に基づき計上しております。 

なお、当社では平成17年10月1

日より適格退職年金制度を解散

し、退職一時金制度の一部につ

いて確定拠出年金制度へ移行し

ております。 

但し、当社及び国内連結子会社

の退職給付債務の算定について

は簡便法によっているため、移

行時に損益は発生しておりませ

ん。 

 

従業員の退職給付に備えるた

め、当中間連結会計期間末にお

ける退職給付債務及び年金資産

に基づき計上しております。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産に基

づき計上しております。 

（追加情報） 

当社では平成17年10月１日より

適格退職年金制度を解除し、確

定給付型退職給付制度の一部に

ついて確定拠出年金制度へ移行

しております。 

なお、退職給付債務の算定につ

いては、簡便法によっているた

め、本移行に伴う影響はありま

せん。 

⑤役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社は、役員

の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間期末要支

給額を計上しております。 

⑤役員退職慰労引当金 

   同    左 

⑤役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社は、役員

の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

(4)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

(4)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社の資

産、負債、収益及び費用は中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は資本の部における為替換

算調整勘定に含めておりま

す。 

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社の資

産、負債、収益及び費用は中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替

換算調整勘定に含めておりま

す。 

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社の資産、負

債、収益及び費用は連結決算

日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は資本の

部における為替換算調整勘定

に含めております。 

(5)重要なリース取引の処理方法 (5)重要なリース取引の処理方法 (5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同    左 同    左 

(6)重要なヘッジ会計の方法 (6)重要なヘッジ会計の方法 (6)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

それぞれ要件を満たす為替

予約については振当処理、

金利スワップについては特

例処理を採用しておりま

す。 

同    左 同    左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…デリバティブ

取引（為替予

約、金利ス

ワップ） 

同    左 同    左 

ヘッジ対象…外貨建買掛

金、借入金 

  

③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

為替変動リスク及び金利変

動リスクをヘッジするため

にデリバティブ取引を利用

し、管理本部長の決裁を受

け常務会への報告事項とし

ております。 

同    左 同    左 
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前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

④ ヘッジの有効性評価の方法 ④ ヘッジの有効性評価の方法 ④ ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段については、

ヘッジ対象と同一の条件の

契約等としており、変動リ

スクの回避に関するヘッジ

の有効性評価は、デリバ

ティブ取引契約締結時に確

認しております。 

同    左 同    左 

(7)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(7)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

  

 

    同     左 

 

 

     同     左 

 

  

 

５．中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっ

ております。 

同    左 

 

 

 

連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現

金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっており

ます。 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

１４年８月９日）)及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号平成

１５年１０月３１日）を適用してお

ります。これにより税金等調整前中

間純利益は21,577千円減少しており

ます。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

   ―――――――― 

 

 

   ―――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

  関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対

 照表の純資産の部の表示に関する会

 計基準」（企業会計基準第5号 平

 成17年12月9日）及び「貸借対照表

 の純資産の部の表示に関する会計基

 準等の適用指針」（企業会計基準 

 適用指針第8号 平成17年12月9日）

 を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当 

 する金額は14,947,577千円であり 

 ます。 

なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

 

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当連結会計年度より、「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年8月9日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第6号）を

適用しております。これにより税金

等調整前当期純利益21,577千円減少

しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の連結財務諸表規則に基づき

各資産の金額から直接控除しており

ます。 

 

   ―――――――― 

 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

前中間連結会計期間は営業活動の「その他」に含めて

表示しておりました投資有価証券売却益（前中間連結

会計期間△3,206千円）は、金額的重要性が高くなっ

たため区分掲記しました。 

―――――――― 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 
 

 3,807,539千円 
  

 
 3,913,948千円

  

 
 3,898,501千円

  
※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 
 

建物 1,512,004千円 

土地 2,181,638千円 

預金 300,000千円 

計 3,993,642千円 
  

 
建物 1,462,361千円

土地 2,181,638千円

預金 300,000千円

計 3,943,999千円
  

 
建物 1,487,315千円

土地 2,181,638千円

預金 300,000千円

計 3,968,953千円
  

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務 
 

受取手形割引
高 

807,662千円 

短期借入金 2,366,692千円 

長期借入金 
(一年以内分含
む) 

1,226,800千円 

 

計 4,401,155千円 
  

 
受取手形割引
高 

914,189千円

短期借入金 2,584,075千円

長期借入金 
(一年以内分含
む) 

590,000千円

計 4,088,265千円
  

 
受取手形割引
高 

1,015,777千円

短期借入金 1,987,750千円

長期借入金 
(一年以内分含
む) 

910,407千円

計 3,913,927千円
   

 ３．受取手形割引
高 

1,741,917千円 

  

 
 ３．受取手形割引

高 
1,874,460千円

  

 
 ３．受取手形割引

高 
2,167,131千円

  
※４．   ────── ※４．中間期末日満期手形の会計

処理については、手形交換日を

もって決済処理をしております。

なお、当中間連結会計期間の末日

は金融機関の休日であったため、

次の中間連結会計期間末日満期手

形が中間連結会計期間末残高に含

まれております。 

受取手形    239千円 

支払手形  90,873千円  

※４．  ────── 
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主な費目及び金額は次のとお

りであります。 
 

減価償却費 29,332千円 

賞与引当金繰
入額 

76,084千円 

退職給付費用 63,804千円 

販売手数料 113,590千円 

販売促進費 284,553千円 

販売諸費 77,853千円 

旅費交通費 100,796千円 

従業員給与 679,950千円 

従業員賞与 35,242千円 
  

 
減価償却費 29,100千円

賞与引当金繰
入額 

役員賞与引当
金繰入額  

役員退職慰労

引当金繰入額

74,671千円 

 15,000千円

18,738千円 

退職給付費用 30,988千円

販売手数料 69,777千円

販売促進費 303,521千円

販売諸費 79,199千円

旅費交通費 96,317千円

従業員給与 791,390千円

従業員賞与 46,087千円
       

 
減価償却費 83,125千円

賞与引当金繰
入額 

74,125千円

退職給付費用 99,648千円

販売手数料 199,066千円

販売促進費 580,987千円

販売諸費 181,895千円

旅費交通費 192,497千円

従業員給与 1,388,505千円

従業員賞与 151,483千円

 
  

※２．  ────── ※２．固定資産売却益 ※２．  ────── 

 主に建物に係るものであり

ます。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊３．固定資産売却・除却損 

   主に備品に係わるものであ 

   ります。 

＊３．固定資産売却・除却損 

  主に備品に係わるものであり 

  ます。 

＊３．固定資産売却・除却損 

  主に備品に係わるものでありま

  す。 

  

＊４．減損損失 ＊４．   ──────  ＊４．減損損失 

   当中間連結会計期間におい

て当社グループは以下の資

産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

   遊休資産 

   山梨県南都留郡鳴沢村 

   福島県相馬市尾浜字高塚 

   福島県相馬市和田字中迫 

   上記はいずれも土地であり

ます。 

   当社グループは、遊休資産

については、個々の資産ご

とに、減損の兆候を判定し

ております。将来、使用が

見込まれない遊休資産につ

いては帳簿価格を回収可能

価額まで減額し、土地につ

いて21,577千円を減損損失

として特別損失に計上して

おります。 

   なお、回収可能価額は、固

定資産税評価額に合理的な

調整を行なって算出する価

額により評価しておりま

す。 

     当連結会計年度において当社 

   グループは以下の資産グルー 

   プについて減損損失を計上い 

   たしました。 

   山梨県南都留郡鳴沢村 

   福島県相馬市尾浜字高塚 

   福島県相馬市和田字中迫 

   上記はいずれも土地でありま 

   す。 

   当社グループは、遊休資産に 

   ついては、個々の資産ごとに 

   、減損の兆候を判定しており 

   ます。 

   将来、使用が見込まれない遊 

   休資産については帳簿価格を 

   回収可能価額まで減額し、土 

   地について21,577千円を減損 

   損失として特別損失に計上し 

   ております。 

   なお、回収可能価額は、固定 

   資産税評価額に合理的な調整 

   を行って算出する価額により 

   評価しております。 

 

 

 



 

－  － 25

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

 

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数 

（株） 

発行済株式     

普通株式 16,773,376 ― ― 16,773,376 

合計 16,773,376 ― 
 
― 

16,773,376 

自己株式     

普通株式 233,709 64,850 ― 298,559 

合計 233,709 64,850 ― 298,559 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加64,850株は、単元未満株式の買取りによる増加並びに機動的な資本政策の

遂行を可能にするため及びストック・オプションの新株予約権行使に対応するための増加であります。 

2.新株予約権等に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

当中間連結
会計期間末
残高 
（千円）

平成17年新株予約権 普通株式 359,000 ― ― 359,000 ―提出会社 
（親会社） 

ストック・オプションと
しての新株予約権 

―     ―

連結子会社 － ―     ―

合計 ―   ―

(注)ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

3.配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額 

基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 82,698千円 5円 平成18年3月31日 平成18年6月29日

 

（2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額

 
配当の原資

１株当たり配
当額 

基準日 効力発生日 

平成18年11月17日 
取締役会 

普通株式 82,374千円 利益剰余金 5円 平成18年9月30日 平成18年12月4日



 

－  － 26

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在）
 
現金及び預金勘定 1,489,958千円

現金及び現金同等
物 

1,489,958千円

  

 
現金及び預金勘定 1,199,230千円

現金及び現金同等
物 

1,199,230千円

  

 
現金及び預金勘定 1,523,300千円

現金及び現金同等

物 
1,523,300千円
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